
顧客情報管理態勢に係る監督指針の一部改正
政治がどうもぴりっとしません。 政権交代を成し遂げた鳩山連立政権がもろくも崩れ去り、

現下の菅政権の先行きにも不透明感が漂います。 当然というべきでしょうか、デフレ・ 株安・ 
円高の三重苦はより深刻さを増しているようにもみえます。      －

こうしたなか、予定どおり６ 月１８日に改正貸金業法が完全施行されました。 いわゆる総量規
制については、 ７ 割をこえる人が混乱を懸念 （金融専門紙調査） していますが、今後は個人事
業主を総量規制の「例外」として扱う仕組みの弾力的運用などがポイントとなりそうです。 改
正貸金業法が完全施行されたこの日、管内閣は「新成長戦略」を閣議決定、また同月４ 日、「顧
客等に関する情報管理態勢に係る監督指針等の一部改正」 が金融庁から発出されました。

今回の監督指針の一部改正は、金融機関においての願客情報漏えいや役職員によるインサイ
ダー取引等の不祥事を防止するために、これまでの情報管理をさらに徹底するためのものです。 
インサイダー取引の問題では、「役職員による有価証券の売買その他の取引等に係る社内規則を
整備し、必要に応じて見直しを行う等、適切な内部管理態勢を構築しているか」 が、またクレ
ジット情報等については、「独立した内部監査部門において、クレジットカード情報を保護する
ためのルール及びシステムが有効に機能してぃるかにっいて、定期的又は随時に内部監査を行
っているか」などが追加され、情報管理態勢の更なる整備とともに内部監査部門の充実を強く
求めています。

また、外部委託先管理にっ．いても一層の態勢強化を求めています。 ①責任部署の明確化と必
要に応じてのモニタリング、②外部委託先での漏えい事故に際しての速やかな報告体制、③外
部委託先による顧客等に関する情報へのアクセス権限の必要な範囲での制限、④二段階以上の
委託が行われている場合の再委託先への十分な監督、⑤クレーム等について願客から直接の連
絡体制を設けるなど適切な苦情相談態勢の整備、などです。

こうした微に入り細にわたる指針が提示される一方、大枠の新成長戦略では、管直人首相が
掲げる「強い経済」「強い財政」「強い社会保障」の実現を目指していますが、果たして第三の
道による日本経済の建て直しは可能なのでしょうか。 ここは新成長戦略が謳う副題、「元気な日
本」復活のシナリオ、の筋書きに期待したいところです。 
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コンプライアンス・ オフィサ一認定試験  成績結果

コンプライアンス・ オフィサ一認定試験

●金融コンプライアンス・ オフィサ一１ 級
「金融コンプライアンス・ オフイサ一１ 級」

の成績結果は、〔表１ －１ 〕のとおりです。
応募者数１,０６６名中受験者は８０４名で、認定

者は２４２名でした。 認定率は３０．１０％、平均点
は５２．９２点で、認定率は前回並でした。 第二地
銀、信金、信連・ 農協の認定率の低さが目立
ちます。

問題では、〔問題一２ 〕リーガル・ チェツタ
等の態勢整備のあり方、〔問題一３ 〕提携ロー
ンの問題点、〔問題一９ 〕金融機関の守秘義務、
〔問題一１０〕 任意後見制度への対応の４ 問が、
４ 点台と低調でしたが．． そのほかは概ね良好
でした。              ．

〔問題一２〕は、リーガル・ チェック等とは
何か、その態勢整備のあり方を問うものでし
たが、白紙答案も多く得点に差が出ました。 
リーガル・ チェック等は、金融機関が行う法
的なリスクの高い取引や法令等遵守の観点か
ら疑念のある取引を始め、非常に広範囲のも
のを対象とするもので、たんに弁護士にチェ
ックしてもらうといつたものではなく、組織
全体として実施する態勢が求められているこ
とを銘記すべきです。

〔問題一３ 〕は、提携住宅ローンと融資契約
の法的関係を問うもので、過去何度か出題さ
れており、高得点を期待しま．したが、予想に
反して低調でした。 法的な解釈を求めたにも
かかわらず、法的な説明力に欠ける答案が目
立ちました。

〔問題一９ 〕は国税当局による任意調査と金
融機関の守秘義務の問題ですが、 守秘義務が
あることは記述されていても、根拠となる法
令等の記述、 例外的に守秘義務が免除さ． れる

場合の記述は少なく、また、個人i青報保護法
からの記述が目立ちました。 問題点の整理が
必要と思われます。

〔問題一１０〕は、任意後見制度の制度・仕組
みを問うものでしたが、任意後見受任者と任
意後見人との関係、任意後見契約の効力発生
時期についての理解不足の答案が多くありま
した。
全体を通してみますと、白紙答案は少ない

ものの、法的根拠を示すことなく、ただ結論
のみを記述している解答がかなりの数に上り
ました。 過去の解答例だけを覚えるのではな
く、法律構造・ 実務の取扱い等立体的な理解
が求められます。

●金融コンプライアンス・ オフィサ一２ 級
「金融コンプライアンス・ オフイサ一２ 級」

の成績結果は、〔表１ －２ 〕のとおりです。． 
応募者数７,５８２名中受験者は６,８７２名で、認定
者は２,５１１名でした。 認定率は３６．５４％、平均
点５４．３５点で、過去最低の認定率となりました。

正答率が３０％ を下回った問題は、〔問一 ４ 〕
コンプライアンス・ プログラム、〔問一７〕ヘ
ルプライン、〔問一１７〕取締役の第三者への損
害賠償責任、〔問一１８〕手形小切手法、〔問一 
３０〕インサイダー取引、〔問一３６〕個시青報保
護ガイドライン、と前回と同じ６ 問でした。

特に〔問一４〕は、出題頻度の高い問題で
もあり、正確な知識が望まれます。

また、〔問一１７〕の取締役の第三者への損害
賠償は会社法４２９条に規定されており、「悪意
又は重大な過失」 が要件となっていますが、
「悪意又は過失」 と捉えた誤解答が目立ちま
した。さらに、〔問一３６〕は改正個시青報保護
ガイドラインのものですが、知識が改正に追
いついてぃなぃものと思われます。

法改正・ ガイドラインは頻繁に行われてお
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基本知識（三答択一式） の問題は、７０点満
点中平均点は４２．５６点（前回５０．６９点） で、平
均正答率６０．８１％ （前回７２．４１％） となりまし
た。

また、技能・ 応用（事例付記述式） の問題
は、３０点満点中平均点は１７．３７点となり、合
計平均点で６０点に近い数字となりました。

これを問題別に正解率をみてみますと、
５０％未満であった問題は、前回よりも７ 問增
加し、〔問一２ 〕個시青報保護法の目的、〔問
－６ 〕保有個人データ・の除外対象、〔問一７ 〕
個시青報取扱事業者の義務、〔問一８ 〕個시青
報の保護に関する基本方針、〔問一１３〕利用目

個人情報保護オフィサー 認定試験

●金融個人情報保護オフィサ一２ 級
金融個사青報保護オフイサ一２ 級試験の．成

績結果は、〔表２ 〕のとおりです。
応募者数４,７０１名、受験者数４,２７６名、認定

者数２,３８９名で、認定率５５．８７％ という結果で
した。
認定率は、前回の６７．１７％ より１１．３ポイント

減少しましたが、ほぼ事務局の目標値とする
範囲内に収まりました。 

〔表１ －１ 〕． 金融コンプライアンス・ オフィサ一１ 級・ 業態別成績一覧表
都  銀  地  銀  信  託  第  二  信  金  信  組  信  連  労  金  生  保  証  券  他団体  全  体 特  銀  地  銀  農  協  損  保  個  人  

応募者数（名）  ３９  ３２１  ４９  １８１  １９５  ２４  １０９  ２４  ４  ０  １２０  １,０６ｅ 
．応藥比率（ ％ ）  ３．６６  ３０．１１  ４．６０  １６．９８  １８．２９  ２．２５  １０．２３  ２．２５  ０．３８  ０．００  １１．２６  １００． OＣ 
受験者数（ 名）  ３２  ２４７  ３５  １３１  １５１  ２４  ８７  １３  １  ０  ８３  ８０４ 
受験率（％）  ８２．０５  ７６．９５  ７１．４３  ７２．３８  １００． ００  ７９．８２  ５４．１７  ２５．００  ０．００  ６９．１７  ７５．４２ 
認定者数（ 名）  １９  ８６  ２１  ３０  ３５  ４  １３  ５  １  ０  ２８  ２４２ 
認定率（％）  ５９．３８  ３４．８２  ６０．００  ２２．９０  ２３．１８  １６．６７  １４．９４  ３８．４６  １００． ００  ０．００  ３３．７３  ３０．１０ 
平均点（点）  ６０．０３  ５４．４７  ５８．７７  ５０．８４  ５１．６７  ４８．８３  ４６．３１  ５４．０８  ７４． ００  ０．００  ５６．３５  ５２．９２ 
年    齢（歳）  ４３．６  ３９．５  ３９．０  ４３．３  ４２．３  ４３．４  ４１．９  ４０．７  ４５．０  ０．０  ４０．８  ４１．３ 
動続年数（ 年）  ２０．９  １７．２  １６．５  ２０．８  ２０．７  １９．９  １９．２  １８．１  ２２．０  ０．０  １４．５  １８．６ 
＊  認定基準は６０点（以上） です。 表中の平均点・ 年齢・ 動続年数は受験者の数値です。 

〔表１ －２ 〕金融コンプライアンス・ オフィサ一２ 級・ 業態別成績一覧表
都  銀  地 銀  信  託  第  二  信  金  信  組  信  連  労  金  生  保  証  券  他団体  全  体 特  銀  地  銀  損  保  個  人  

応募者数（名）  ７０１  １５４５  ２６１  ４０４  １,７９７  ５７３  １３８２  ９７  ５０  ６  ７６６  ７,５８, 
応募比率（％）  ９．２５  ２０．３８  ３．４４  ５．３３  ２３．７０  ７．５６  １８２３  １．２８  ０．６６  ０．０８  １０．１０  １００． ０（ 
受験者数（ 名）  ６６６  １３９３  ２３８  ３３７  １．６３５  ５１９  １,２７９  ８５  ３４  ４  ６８２  ６,８７２ 
受験率（％）  ９５．０１  ９０．１６  ９１．１９  ８３．４２  ９０．９８  ９０．５８  ９２．５５  ８７．６３  ６８． ００  ６６．６７  ８９．０３  ９０．６４ 
認定者数（名）  ５０３  ５６４  １２９  ７７  ５２１  ８３  ２３７  ３０  ２０  ３  ３４４  ２５１１ 
認定率（％）  ７５．５３  ４０．４９  ５４．２０  ２２．８５  ３１．８７  １５．９９  １８．５３  ３５．２９  ５８．８２  ７５． ００  ５０．４４  ３６．５４ 
平均点（点）  ６４．８６  ５６．１９  ５９．１３  ５１．６２  ５３．１６  ４７．９６  ４８．４７  ５４．７３  ５９．１２  ６３．５０  ５８．４１  ５４．３’ 
年    齢（歳）  ４０．３  ３２．６  ２９．２  ３１．４  ３４．４  ３２．３  ３８．６  ３２．２  ４２．２  ３３．０  ３６．０  ３５．１ 
動続年数（ 年）  １７．５  １０．０  ６．０  ８．９  １２．５  １０．５  １５．９  ９．８  １９．５  ｇ．０  １０．４  １２． ｉ 
＊ 認定基準は６０点（以上） です。 表中の平均点・ 年齢・．動続年数は受験者の数値です。
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〔表２ 〕  金融個人情報保護オフイサ一２ 級・ 業態別成績一覧表
都  銀  地  銀  信  託  第  二  信  金  信  組  信  連  労  金  生  保  証  券  他団体  全  体 特  銀  地  銀  農  協  損  保  個  人  

応募者数（名）  ８８  ７２６  ８３  ３８２  ９０６  ２４７  １６４５  ６６  ｌ５４  ６  ３９８  ４７０１ 
応募比率（ ％ ）  １．８７  １５． ４４  １．７７  ８．１３  １９．２７  ５．２５  ３４．９９  １．４０  ３．２８  ０．１３  ８．４７  １００ （）（ 
受験者数（名）  ８４  ６４８  ７３  ３３９  ８０４  ２１７  １５７５  ５９  １３２  ６  ３３９  ４２７ｅ 
受験率（％）  ９５．４５  ８９．２６  ８７．９５  ８８．７４  ８８．７４  ８７．８５  ９５．７４  ８９．３９  ８５．７１  １００．００  ８５．１８  ９0．９ｅ 
認定者数（ 名）  ７1  ４５７  ６４  １７４  ４７２  １０１  ６８３  ３６  ９３  ４  ２３４  ２３８Ｃ 
認定率（％）  ８４．５２  ７０．５２  ８７．６７  ５１．３３  ５８７１  ４６．５４  ４３．３７  ６１．０２  ７０．４５  ６６．６７  ６９．０３  ５５．８１ 
平均点（点）  ６６．６７  ６３．３０  ６７．１０  ５９．０２  ６０．８８  ５８．２７  ５６．８６  ６１．３２  ６３．０５  ６４．１７  ６２．８５  ５９．９４ 
年    齢（歳）  ３９．５  ３４．９  ３７．５  ３２．６  ３４．１  ３５．３  ３６．８  ３０．８  ４０．９  ２９．７  ３４．４  ３５． ｉ 
動続年数（年）  １７．０  １１．８  １２．９  １０．１  １１．７  １２．７  １５．０  ８．１  １８．０  ６．７  １０．６  １３． （ 
＊  認定基準は６０点（以上） です。 表中の平均点・ 年齢・ 動続年数は受験者の数値です。 

的制限の例外、〔問一１５〕未成年者が本人であ
る場合の同意の形式、〔問一１８〕データ内容の
正確性の確保、〔問一２０〕個人データの紛失と
対応、〔問一２３〕オプトアウト手続、〔問一２６〕
開示請求拒否事由、〔問一３１〕訂正等の請求、
〔問一３３〕 個시青報漏えい時の民事上の責任
となりました。
技能・ 応用（事例付記述式） の問題につい

ては、 ３ 問とも５点台を維持していたものの、
〔問一３６〕個시青報保護法については、個人

情報、個人データの区別ができてぃなぃ答案、
そのため、たんに結論のみを記述している答

案が目立ちました。
〔問一３７〕 安全管理措置については、結論

のみを記述している答案、〔問一３８〕個人デ
タの第三者提供については、法２３条の第三

者提供することのできる例外事由ではなく、
法１６条の利用目的の例外事由を記述した根拠
条文の誤った答案が目立ちました。 事例と質
問は正解に読み取る必要があります。

３ 問とも基本的なものであり、正確な理解
が求められます。 同時に、最新の知識習得に
心がけられることを望みたいと思います。 

〔２０１０年度実施〕
コンプライアンス・ オフィサー 認定試験のご案内

実施日  願書受付期間  実  施  種  目  出題形式  実施時間  受験料 
金融コンプライアンス・  事例付記述式  １３：３０～１６：３０  ６,３００円 ２０１０年  オフィサ一１ 級  （１８０分）  

２０１０年  ８月２０日的～  金融コンプライアンス・  
１０月２４ 日（日）  ９月９ 日体１  オフィサ一２ 級  四答択一式  １０：００～１２：３０  ４,２００円 必  着  保険コンプライアンス・・  （１５０分）  

オフィサ一２級  
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